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研究要旨 

本研究の目的は、今後予想される人口構成、社会経済状況、生活習慣の変化を同時に考

慮して、2050年頃までの死亡及び主要生活習慣病の罹患に基づいて、疾病構造の動向を予

測することである。特に、死因構成と主要生活習慣病である循環器疾患・がんの罹患に焦

点を当て、健康日本２１（第２次）に関連する危険因子の変容シナリオによる死因や疾病

構造の変化とその経済的負担を示すことにより、今後わが国に求められる健康増進施策の

あり方に資すると同時に、自治体の健康増進施策への活用をめざすものである。 

本年度は、国民健康・栄養調査、人口動態統計、国勢調査情報、性年齢階級別人口構成、

がん罹患全国推計値から、変容シナリオに関連する危険因子の性・年代別の保有率や平均

値等の分布、及び、各危険因子の日本人の脳血管疾患、虚血性心疾患及びがんに対する相

対危険度の代表値を集計・要約した。また、2050年までの死因別死亡及びがん罹患値を予

測推計し、地域における虚血性心疾患、脳卒中の死亡率・罹患率の推移を検討した。 

これらをもとに、回帰モデルにより、関連する各危険因子の改善が将来の死因別死亡率、

死亡数、平均寿命、人口構成に及ぼす影響について検討した結果、高齢者における死因は、

各因子の改善目標の達成により、脳血管疾患・虚血性心疾患の死亡数がやや低下したが、

悪性新生物については変動が少なかった。また、システム・ダイナミックスによる糖尿病

有病数シミュレーションでは、2015－2022年にかけて糖尿病患者数が増加することが

推測された一方、糖尿病罹患率を同期間に 25－50%減になるように漸減させた場合、

糖尿病有病者数は 2016－2017年に減少に転じることが推測された。 

関連して、循環器疾患の危険因子である高血圧と過体重の集積状況は、現時点では、中

高年者では過体重を伴わない高血圧や食塩過剰摂取を伴う高血圧が多く、肥満対策のみな

らず非過体重者を含めた減塩対策についても重点を置く必要があることが示された。また、

社会経済状況については、今後 2050年にかけて、独身者の割合が大きく増加することに伴

い、独身関連死の数が増加することが示された。 

経済的負担の推計の際に必要な、目的別・疾病分類別医療費に関する統計情報の入手を

進めた。また、40 歳の仮想コホートの 80 歳までの累積医療費を推計した結果、罹患率が

10％減少すると約 9-10％医療費が減少し、死亡率が 10％減少すると 7-8％増加することが

示された。 
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Ａ．研究目的 

本研究の目的は、今後予想される人口構

成、社会経済状況、生活習慣の変化を同時

に考慮して、2050年頃までの死亡及び主要

生活習慣病の罹患に基づいて、疾病構造の

動向を予測することである。特に、死因構

成と主要生活習慣病である循環器疾患・が

んの発症・罹患に焦点を当て、健康日本２

１（第２次）に関連する危険因子の変容シ

ナリオによる死因や疾病構造の変化とその

経済的負担を示すことにより、今後わが国

に求められる健康増進施策のあり方に資す

ると同時に、自治体の健康増進施策への活

用をめざすものである。 

 

Ｂ．研究方法 

本年度は、国民健康・栄養調査、人口動

態統計、国勢調査情報、性年齢階級別人口

構成、がん罹患全国推計値から、変容シナ

リオに関連する危険因子の性・年代別の保

有率や平均値等の分布、及び、各危険因子

の日本人の脳血管疾患、虚血性心疾患及び

がんに対する相対危険度の代表値を集計・

要約した。また、2050年までの死因別死亡

及びがん罹患値を予測推計し、地域におけ

る虚血性心疾患、脳卒中の死亡率・罹患率

の推移を検討した。 

これらをもとに、回帰モデル及びシステ

ム・ダイナミックスモデルの 2 法により

2050 年頃までの疾病構造の変化の予測を

実施した。 

関連して、国民健康栄養調査データを用

いて、循環器疾患の主要なリスクファクタ

ーである高血圧と過体重について、その集

積状況を検討した。また、日本人における

2050年までの婚姻状況を予測し、婚姻状況

に関連する余剰死亡者数を推計した。 

経済的負担については、推計の際に必要

な、目的別・疾病分類別医療費に関する統

計情報の入手を進めた。また、40歳の仮想

コホートを用いて罹患率、死亡率等が変化

することによる 80 歳までの累積医療費へ

の影響を推計した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、主として既に論文として公表

された数値、またはその元となるデータベ

ースを利用して実施する二次的研究である。

政府統計の利用には、所管省庁より承認を

得た上でデータを入手している。また、本

研究に関係する各研究集団のデータの取り

扱いについては、関連する倫理指針を遵守

し、個人情報の保護・管理に万全を期して

いる。 

 

C．研究結果 

2010 年時点(2009-2011 年の平均）の日本

人における、性・年代別の保有率や平均値

等の分布と、各危険因子の日本人の全がん

罹患又は死亡に対する相対危険度の代表値
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を要約した。また、がん罹患・死亡全国推

計値を用いて 2010-2049 年（5 年毎）の全

がん罹患・死亡数を推計した。 

循環器疾患患者数については、全国値が

存在しないため、地域における虚血性心疾

患、脳卒中の死亡率と罹患率の推移につい

て検討を行った。1999 年以降、虚血性心疾

患の死亡率、発症率はほぼ横ばい、一方、

脳卒中の死亡率、発症率は年間 3～7%減少

していた。虚血性心疾患と脳卒中の死亡率

と罹患率の動向は、ほぼ同じ傾向を認め、

脳卒中に関しては、罹患率よりも死亡率の

減少の割合が大きかった。 

回帰モデルにより、関連する各危険因子

の改善が将来の死因別死亡率、死亡数、平

均寿命、人口構成に及ぼす影響について検

討した。健康日本２１（第２次）における

循環器疾患の目標設定では、循環器疾患（脳

血管疾患及び虚血性心疾患）の予防には、

「生活習慣の改善」、「危険因子の低減」、と

いう２段階の関連因子の寄与が想定されて

いる。この予測では、いわゆる危険要因の

低減による他の危険要因の低減リスクにつ

いては考慮せず、直接疾患予防に関与する

「危険因子の低減」項目である、高血圧（収

縮期血圧 4mmHg 低下）、脂質異常症（高コレ

ステロール血症者 25%減少：集団全体の平

均値で-6mg/dl に相当すると仮定）、喫煙(40

歳以上の禁煙希望者の禁煙)、糖尿病（有病

率増加抑制）の変容による平均寿命の伸び

を予測した。この結果、危険因子単一の変

容では、高血圧（収縮期血圧 4mmHg 低下）

では脳血管疾患で男 0.91、女 0.95、虚血性

心疾患で男 0.93、女 0.96 のリスク低減、

脂質異常症（高コレステロール血症者 25%

減少）では、脳血管疾患で中立、虚血性心

疾患で男 0.96、女 0.95 のリスク低減、喫

煙(40 歳以上の禁煙希望者の禁煙)では、脳

血管疾患で男 0.97、女 0.98、虚血性心疾患

で男 0.91、女 0.95、悪性新生物で男 0.92、

女 0.98 のリスク低減、糖尿病（有病率増加

抑制）では中立と予測された。これらの危

険因子の低減目標をすべて達成した場合、

2050 年頃における平均寿命の伸びは、男

0.50 歳、女 0.16 歳となり、特に男性での

伸びが大きかった。 

次に、システム・ダイナミックスの手法

を用いて、2000 年から 2012 年までの人口

推計値、人口動態調査による統計値、研究

論文にある推定値をもとに、20 歳以上の糖

尿病有病者数の推移に関するシミュレーシ

ョンを行った。その結果、成人男性は 2010

年の時点で 484 万人が糖尿病と考えられて

いるが、キャリブレーションで推定した結

果、2022 年には 524 万人に増加しているこ

とが予測されている。2015 年以降の罹患率

を変化させてシミュレーションすると、25%

減では、2017 年に 513 万人まで上昇した後

に下降に転じて2022年には503万人に減少

し、50%減では 2016 年の 511 万人をピーク

にすぐに減少に転じて、481 万人まで減少

した。25%増では、2015 年以降上昇の速度

が増し、2022 年には 546 万人となった。一

方、女性では、2010 年の時点で 329 万人が

糖尿病と考えられているが、キャリブレー

ションで推定した結果、2022 年には 350 万

人に増加していることが予測されている。

2015年以降の罹患率を変化させてシミュレ

ーションすると、25%減では、2017 年に 343

万人まで上昇した後に下降に転じて 2022

年には 337 万人に減少し、50%減では 2016

年の 341 万人をピークにすぐに減少に転じ
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て、324 万人まで減少した。25%増では、2015

年以降上昇の速度が増し、2022 年には 364

万人となった。 

国民健康栄養調査を用いて、肥満と高血

圧の集積状況に関する検討を行った結果、

高血圧の有病割合は、1986 年から 2011 年

にかけて、全体で 53.6%から 57.0%に増加し

た。女性では全ての年齢層で有意に減少し

たが、男性では 40 歳代で有意な変化はなく、

50～70 歳代では漸増した。過体重を伴う高

血圧者は、男性では 40 歳代で有意な変化は

見られなかったが、50～70 歳代で有意に増

加し、年齢層が高いほど増加の度合いも大

きかった。女性では 40～60 歳代で有意に減

少していたが、70 歳代では有意な変化はな

かった。2011 年時点では、男女とも 40 歳

代では過体重を伴う高血圧者と伴わない高

血圧者の割合がほぼ同じであり、また食塩

過剰摂取を伴う高血圧者と伴わない高血圧

者がほぼ同じ割合であった。その他の性・

年齢層では、過体重を伴う高血圧者よりも

伴わない高血圧者の割合が多く、また、食

塩過剰摂取を伴わない高血圧者よりも伴う

高血圧者の割合が多かった。 

婚姻状況について将来予測を行った結果、

今後、男女ともに既婚者の割合が減少する

一方で、独身の割合は増加し、2050年には、

40歳以上の各年齢層における既婚者の割合

は 41-51%、独身者の割合は 39-50%を占める

と予測された。婚姻状況ごとに、余剰死亡

者数を推計した結果、中年層（40～64 歳）

の独身関連死の数は、2010 年から 2030 年

にかけて、1.9 万人から 2.8 万人まで増加

し、今後、少なくとも 2050 年までは 2030

年の水準で推移すると推定された。一方、

前期高齢者（65～79 歳）の独身関連死の数

は、2010 年から 2030 年にかけて、1.1 万人

から 3.5 万人に増加し、2050 年には 6.4 万

人まで増加すると推定された。2050 年には

独身関連死の数は、中年層で男性 1.7 万人、

女性0.9万人、前期高齢者で男性6.1万人、

女性 0.3 万人であると推計された。 

経済的負担の推計に必要な医療費情報の

入手については、厚生労働省から公表され

ている「社会医療診療行為調査」、「医療給

付実態調査」、「国民医療費」について、入

手を進めた。また、より詳細な目的別・疾

病分類別医療費情報を入手するため、レセ

プト情報・特定健診等情報データベース集

計表について、入手を進めているところで

ある。 

40 歳の仮想コホートの 80 歳までの累積

医療費を推計した結果、罹患率を現状の

-30％から+30％まで変化させると、累積医

療費は現状を１とすると、0.73 から 1.24

までの範囲で変化した。罹患率が減少する

と医療費も減少した。死亡率を現状の-30％

から+30％まで変化させると、累積医療費は

1.27 から 0.82 までの範囲で変化した。死

亡率の減少は医療費を増加させた。１年当

たりの医療費単価を現状の-30％から+30％

まで変化させると、累積医療費は 0.70 から

1.30 までの範囲で変化した。医療費単価の

増加は医療費を増加させた。罹患率、死亡

率の効果が発生する期間を 5、10、15、20

年とした場合、いずれもその影響は小さく

なった。例えば罹患率が-10％の場合、0.91

が 0.93 から 0.97 の範囲で、また死亡率が

-10％の場合、1.08 が 1.07 から 1.05 の範

囲で変化した。 

 

Ｄ．考察 
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健康日本２１（第２次）に関連する各危

険因子の改善が将来の死因別死亡率、死亡

数、平均寿命、人口構成に及ぼす影響につ

いて回帰モデルによって検討した結果、高

齢者における死因は、各因子の改善目標の

達成により、脳血管疾患・虚血性心疾患の

死亡数がやや低下した。一方、悪性新生物

については変動が少なかった。今後は、都

道府県別の生命表、人口、死亡数を利用し

て、都道府県における推計にも利用可能な

ツールを開発する予定である。 

システム・ダイナミックス手法を用いた

予測では、現在までの罹患率が持続すると、

2022 年まで男女ともに糖尿病有病者数は

増加することが示された。しかし、罹患率

を 25％減、50％減とすることによって、糖

尿病有病者数は減少に転じることが推測さ

れた。罹患率が 25％増になることによって、

糖尿病有病者数の増加は加速し、現状のま

まからの予測より 36 万人糖尿病有病者数

が増える見込みとなることが判明した。こ

の予測はいくつかの仮定下の推計であるこ

とから、また、cohort blending効果が調整

されていないなどの問題があり、今後改善

していく予定である。 

関連した話題として、循環器疾患につい

ては、地域集団において死亡率と罹患率の

動向がほぼ同様の傾向を示していることが、

今回示された。特に、虚血性心疾患、心筋

梗塞は増加しているとは言えず、脳卒中は

明らかに減少している。このような疾病の

動向に影響与えている要因は明らかではな

いが、当域での先行研究では血圧レベルの

低下と喫煙率の低下の寄与が考えられた。 

一方、国民健康・栄養調査において、高

血圧と過体重・食塩過剰摂取の集積状況の

経年変化を分析したところ、今後過体重の

高血圧へのインパクトが大きくなることが

推測されたが、40歳代以外の性・年齢層に

おいては、過体重を伴う高血圧よりも過体

重を伴わない高血圧の方が、また食塩過剰

摂取を伴わない高血圧よりも食塩過剰摂取

を伴う高血圧の方が多く、現時点では、生

活習慣指導としては、肥満対策だけでなく、

非過体重者を含めた減塩対策についても重

点を置く必要があることが示唆された。 

また、社会状況として、日本では今後 35

年間独身関連死の数が増大すると予測され、

今後の公衆衛生政策において、社会経済学

的な側面からの検討を行うことの重要性が

示唆された。 

経済的負担については、本研究の最終的

な目標である 2050 年までの経済的負担予

測のために必要な医療費にかかる統計情報

を入手し、さらに詳細なレセプト情報集計

表の入手準備を進めた。来年度は、これら

の情報を用いて、複数の疾病構造変化のシ

ナリオと予測モデルを組み合わせつつ、実

際の予測を実施する予定である。その準備

段階シミュレーションにより、罹患率、死

亡率、医療費単価の変化による累積医療

費を推計することができたが、実際には

それぞれの要素が単独で変化することは

考えられず、同時に変化することに留意

する必要がある。 

 

E. 結論 

 国民健康・栄養調査、人口動態統計、国

勢調査情報、性年齢階級別人口構成、がん

罹患全国推計値から、変容シナリオに関連

する危険因子の性・年代別の保有率や平均

値等の分布、及び、各危険因子の日本人の
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脳血管疾患、虚血性心疾患及びがんに対す

る相対危険度の代表値を集計・要約した。

また、2050年までの死因別死亡及びがん罹

患値を予測推計し、地域における虚血性心

疾患、脳卒中の死亡率・罹患率の推移を検

討した。これらをもとに、回帰モデルによ

り、関連する各危険因子の改善が将来の死

因別死亡率、死亡数、平均寿命、人口構成

に及ぼす影響について検討した結果、高齢

者における死因は、各因子の改善目標の達

成により、脳血管疾患・虚血性心疾患の死

亡数がやや低下したが、悪性新生物につい

ては変動が少なかった。また、システム・

ダイナミックスによるシミュレーションで

は、2015－2022年にかけて糖尿病患者数が

増加することが推測された一方、糖尿病罹

患率を同期間に 25－50%減になるように漸

減させた場合、糖尿病有病者数は 2016－

2017 年に減少に転じることが推測された。

循環器疾患の危険因子である高血圧と過体

重の集積状況は、現時点では、中高年者で

は過体重を伴わない高血圧や食塩過剰摂取

を伴う高血圧が多く、肥満対策のみならず

非過体重者を含めた減塩対策についても重

点を置く必要があることが示された。また、

社会経済状況については、今後 2050年にか

けて、独身者の割合が大きく増加すること

に伴い、独身関連死の数が増加することが

示された。経済的負担の推計の際に必要な、

目的別・疾病分類別医療費に関する統計情

報の入手を進めた。また、40歳の仮想コホ

ートの 80 歳までの累積医療費を推計した

結果、罹患率が 10％減少すると約 9-10％医

療費が減少し、死亡率が 10％減少すると

7-8％増加することが示された。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし。 
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